
理 事 長  松 本 正 嗣（鳥取県公衆浴場業生活衛生同業組合理

事長） 

副理事長  小 谷 文 夫（鳥取県旅館ホテル生活衛生同業組合理

事長） 

〃    鴨 河 猛 志（鳥取県クリーニング生活衛生同業組合 

                           理事長） 

常務理事  小 畑 正 一（公益財団法人鳥取県生活衛生営業指導

センター事務局長） 

理  事    山 中 裕 二（鳥取県飲食生活衛生同業組合理事長） 

〃     酒 井 昭 徳（鳥取県食肉生活衛生同業組合理事長） 

〃    戸 﨑 恭一郎（鳥取県理容生活衛生同業組合理事長） 

〃    正 田 眞 弓（鳥取県美容業生活衛生同業組合理事 

長） 

               〃       秋 山 修一郎（株式会社日本政策金融公庫鳥取支店国 

民生活事業統轄） 

監  事  西 尾 達 也（鳥取県美容業生活衛生同業組合副理事

長） 

〃    福 田 哲 也（鳥取県クリーニング生活衛生同業組合

副理事長） 

７ 職     員  ３人（うち県退職職員 ２人） 

８ 事 務 所  鳥取市松並町二丁目１６０番地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（1177））公公益益財財団団法法人人  鳥鳥取取県県生生活活衛衛生生営営業業指指導導セセンンタターー経経営営状状況況報報告告書書  

 

法人の概要（令和７年６月３０日時点） 

１ 名     称  公益財団法人 鳥取県生活衛生営業指導センター 

２ 目     的  鳥取県の生活衛生関係営業の経営の健全化を通じてその衛生水準の維

持向上を図り、併せて利用者又は消費者の利益の擁護を図ることを目的

とする。 

３ 公益認定年月日  平成２４年３月２１日 

           （財団法人 鳥取県生活衛生営業指導センター設立許可年月日 

                              昭和５９年２月１５日） 

４ 設立登記年月日  平成２４年４月１日 

           （財団法人 鳥取県生活衛生営業指導センター設立登記年月日 

                              昭和５９年３月２１日） 

５ 基 本 財 産  出えん金 ４，５２０，０００円 

            鳥取県出えん金          ２，０００，０００円 

            鳥取県各生活衛生同業組合出えん金 ２，５２０，０００円 

６ 役 員 等  評 議 員  ８人  理  事  ９人   監  事  ２人 

評 議 員  有 田 勝 徳（元鳥取県中小企業団体中央会専務理事） 

〃    杉 浦 為佐夫（税理士） 

〃    鹿子生 康 利（株式会社日本政策金融公庫米子支店支

店長） 

〃    広 沢 京 子（鳥取市消費者団体連絡協議会副会長） 

〃    松 本 尚 美（前公益財団法人理容師美容師試験研修

センター中国ブロック事務所鳥取県担

当マネージャー） 

〃    中 澤 寿 秀（鳥取県飲食生活衛生同業組合） 

〃    山 本   浩（鳥取県理容生活衛生同業組合副理事長） 

〃    田 中 和 子（鳥取県旅館ホテル生活衛生同業組合副

理事長） 
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理 事 長  松 本 正 嗣（鳥取県公衆浴場業生活衛生同業組合理

事長） 

副理事長  小 谷 文 夫（鳥取県旅館ホテル生活衛生同業組合理

事長） 

〃    鴨 河 猛 志（鳥取県クリーニング生活衛生同業組合 

                           理事長） 

常務理事  小 畑 正 一（公益財団法人鳥取県生活衛生営業指導

センター事務局長） 

理  事    山 中 裕 二（鳥取県飲食生活衛生同業組合理事長） 

〃     酒 井 昭 徳（鳥取県食肉生活衛生同業組合理事長） 

〃    戸 﨑 恭一郎（鳥取県理容生活衛生同業組合理事長） 

〃    正 田 眞 弓（鳥取県美容業生活衛生同業組合理事 

長） 

               〃       秋 山 修一郎（株式会社日本政策金融公庫鳥取支店国 

民生活事業統轄） 

監  事  西 尾 達 也（鳥取県美容業生活衛生同業組合副理事

長） 

〃    福 田 哲 也（鳥取県クリーニング生活衛生同業組合

副理事長） 

７ 職     員  ３人（うち県退職職員 ２人） 

８ 事 務 所  鳥取市松並町二丁目１６０番地 
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令和６年度事業実施状況 

 

県民生活に密着したサービスや商品の提供を行い生活向上と地域の活性化に重要な役割を果たしている

生活衛生関係営業者（以下「生衛業者」という。）の経営の健全化と振興を通じて、衛生水準の維持向上と

利用者及び消費者の利益の擁護を図るため、生活衛生同業組合（以下「生衛組合」という。）、鳥取県・鳥

取市等行政機関、日本政策金融公庫（以下「日本公庫」という。）などの関係機関と連携しながら公益財団

法人鳥取県生活衛生営業指導センター（以下「指導センター」という。）の定款に定めるところにより、営

業に関する相談・指導、融資のあっせん、後継者育成支援、標準営業約款制度の登録・普及、クリーニン

グ師・従事者の研修講習、エネルギー価格・原材料価格高騰等に対する経営支援などの事業を実施した。 

また、公益財団法人としての自覚を持ち、公益法人３法、関係法令及び定款を遵守し、コンプライアン

スに基づいて法人運営を行った。 

 

Ⅰ 公益目的事業 
 
１ 相談室運営事業  

指導センターに経営指導員を配置し、管理運営と常設の相談窓口を開設して、生衛業者に対する経

営上必要な融資、労務、衛生管理等の相談と指導を行うとともに、利用者・消費者の苦情等に関する

相談業務を行った。 
また、経営指導員、経営特別相談員（以下「特相員」という。）、約款登録推進員及び関係機関等が

連携して、生衛業者に対する経営の近代化、合理化、健全化、衛生水準の維持向上などについて支援

を行った。 
 

・組織体制  常 務 理 事   １名（事務局長・経営指導員を兼務） 
経営指導員   １名 
事 務 職 員     １名 
特 相 員  ２１名 

 
２ 税務相談等事業 

希望する生衛業者に対し、税理士による税務の記帳方法・決算書の作成方法の個別相談・指導や中

小企業診断士による経営診断を無料で行った。 
 

・実績 ５件・１４時間 [計画 ５件・１０時間] 
 
３ 地区生活衛生営業相談指導事業 

（１）出前相談・指導 
経営指導員が各生衛組合の総会、理事会、役員会等に出席し相談・指導に応じるとともに個別の営

業施設等にも出向いて対応した。 
 

相談・指導等事業 件数  （  ）内は計画   
 

 
 
 
 
 
 
（２） 地区相談・指導 

生衛組合役員、特相員、経営指導員、行政担当者及び日本公庫融資担当者で業種横断的な地区連

区  分 令和６年度 
窓口相談 （件） ９７  （１００） 
地区相談 （人）   ４８  （ ３０） 
巡回相談 （人） ７３４  （６００） 

計 ８７９  （７３０） 
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絡会を県内３地区で開催し、地域の状況を踏まえた意見交換を行った。 
・東部地区 ７月２９日  １４人 
・中部地区 ８月２６日  １０人 
・西部地区 ８月 ５日  １６人 
 計３回 参加者４０人 

 
（３）衛生管理講習会 

生衛業者の衛生水準を確保し感染症等の拡大を未然に防止するため理容生衛組合及び美容業生衛組

合と連携して営業施設における衛生対策の研修会を県内３地域で実施した。 
（理容生衛組合） 

・東部地区   １０月 ７日   ２６人（うち員外  ０人） 
・中部地区   １０月２８日   ４０人（うち員外  ０人） 
・西部地区   １１月１１日   ４３人（うち員外  ０人） 

 
（美容業生衛組合） 

・東部地区    ６月２４日   ２９人（うち員外  ４人） 
・中部地区    ９月 ２日   １９人（うち員外  １人） 
・西部地区    ４月２２日   ６６人（うち員外  ２人） 

計６回 受講者２２３人（うち員外  ７人）[計画３００人] 
  
４ 生活衛生関係営業設備改善資金融資等指導事業 

日本公庫の融資に関し生衛業者の求めに応じて必要な指導を行ったほか、生活衛生関係営業経営改

善貸付における推薦業務等を行った。 
これらの業務に関し緊密な連携と機能的な運用を図るため、経営指導員、特相員及び日本公庫担当

者合同の研修会を行った。 
 
生活衛生貸付 貸付実績                   ※（  ）内は前年度 

 
 
 
 
 
 
 
 
５ 融資等相談支援連絡協議会事業 

特相員による経営相談の支援等を目的に融資等相談支援連絡協議会を開催し、指導力向上のための

研修を経営指導員、特相員、組合役員及び日本公庫担当者合同で行った。 
また、各生衛組合、日本公庫鳥取・米子支店、指導センターの代表者が一堂に会し融資の在り方等

について意見交換を行う生活衛生改善貸付推薦団体連絡協議会を開催した。 
（融資等相談支援連絡協議会） 

開 催 日：令和７年２月１７日 
開催場所：白兎会館（リモートでも同時開催） 
参 加 者：２２人 
テーマ１：県内の特殊詐欺被害の現状と対策 
テーマ２：県の生活衛生営業関係の施策 
テーマ３：生活衛生関係融資の取組について 

 

 
 

全  体 うち 衛経貸付 うち 振興貸付 

借入決定した件数（件） ４４ 
（２３） 

５ 
（５） 

７ 
（５） 

融資決定額  （千円） ２０９，２８０ 
（７４，１００） 

１７，４８０ 
（９，２００） 

５６，７００ 
（２０，３００） 

令和６年度事業実施状況 

 

県民生活に密着したサービスや商品の提供を行い生活向上と地域の活性化に重要な役割を果たしている

生活衛生関係営業者（以下「生衛業者」という。）の経営の健全化と振興を通じて、衛生水準の維持向上と

利用者及び消費者の利益の擁護を図るため、生活衛生同業組合（以下「生衛組合」という。）、鳥取県・鳥

取市等行政機関、日本政策金融公庫（以下「日本公庫」という。）などの関係機関と連携しながら公益財団

法人鳥取県生活衛生営業指導センター（以下「指導センター」という。）の定款に定めるところにより、営

業に関する相談・指導、融資のあっせん、後継者育成支援、標準営業約款制度の登録・普及、クリーニン

グ師・従事者の研修講習、エネルギー価格・原材料価格高騰等に対する経営支援などの事業を実施した。 

また、公益財団法人としての自覚を持ち、公益法人３法、関係法令及び定款を遵守し、コンプライアン

スに基づいて法人運営を行った。 

 

Ⅰ 公益目的事業 
 
１ 相談室運営事業  

指導センターに経営指導員を配置し、管理運営と常設の相談窓口を開設して、生衛業者に対する経

営上必要な融資、労務、衛生管理等の相談と指導を行うとともに、利用者・消費者の苦情等に関する

相談業務を行った。 
また、経営指導員、経営特別相談員（以下「特相員」という。）、約款登録推進員及び関係機関等が

連携して、生衛業者に対する経営の近代化、合理化、健全化、衛生水準の維持向上などについて支援

を行った。 
 

・組織体制  常 務 理 事   １名（事務局長・経営指導員を兼務） 
経営指導員   １名 
事 務 職 員     １名 
特 相 員  ２１名 

 
２ 税務相談等事業 

希望する生衛業者に対し、税理士による税務の記帳方法・決算書の作成方法の個別相談・指導や中

小企業診断士による経営診断を無料で行った。 
 

・実績 ５件・１４時間 [計画 ５件・１０時間] 
 
３ 地区生活衛生営業相談指導事業 

（１）出前相談・指導 
経営指導員が各生衛組合の総会、理事会、役員会等に出席し相談・指導に応じるとともに個別の営

業施設等にも出向いて対応した。 
 

相談・指導等事業 件数  （  ）内は計画   
 

 
 
 
 
 
 
（２） 地区相談・指導 

生衛組合役員、特相員、経営指導員、行政担当者及び日本公庫融資担当者で業種横断的な地区連

区  分 令和６年度 
窓口相談 （件） ９７  （１００） 
地区相談 （人）   ４８  （ ３０） 
巡回相談 （人） ７３４  （６００） 

計 ８７９  （７３０） 
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（生活衛生改善貸付推薦団体連絡協議会） 

開 催 日：令和７年３月７日 
開催場所：白兎会館 
出 席 者：１６名 
議  題：生活衛生貸付の制度、貸付実績の説明、融資制度等に関する意見交換 

 
６ 生衛業情報化整備事業 

生衛業者の経営の改善及び衛生水準の向上を図るため、ホームページや情報誌「とりせい通信」を

活用し、関連する経営・融資・衛生情報や指導センター及び生衛組合の実施事業等を広く発信した。 
（１）ホームページを活用した広報 

・公益法人としての開示情報搭載 
事業計画・報告、収支予算・決算 等 

・指導センターホームページの運営・管理 
指導センターの紹介       （発信１８回） 
景気動向等統計データの周知   （発信 ４回） 
感染症対策等衛生情報の周知   （発信 ７回） 
融資情報の周知         （発信１２回） 
物価高騰等の支援策       （発信１５回） 
情報発信合計             ５６回  

・年間アクセス件数   ４，１５９件 [計画 ４，０００件] 
・年間ページビュー数  ６，４４８件 [計画 ９，０００件] 

 
（２）とりせい通信の発刊 

生衛業者（員外者含む）に当指導センターの事業や生衛業に関する制度等を広く知らしめるため

に情報誌を発行した。 
・発行部数 １，５００部  発行時期 令和６年７月 

 
７ 後継者育成支援事業 

高校生を対象とした職業体験を通じて、生衛業に対する職業観の向上を図ると共に、後継者不足が

懸念される理容業並びに美容業の課題解消を図り、県民の利便に支障を来さないように努めた。 
本年度は、高校での出前授業を２校（理容１校、美容１校）で実施するとともに鳥取県理容美容専

門学校と連携した体験学習を行った。 
出前授業でアンケートを実施した結果、回答者のうち理容・美容に対する職業観が向上した者は

  ９３％であった。 
（出前授業） 
 ・理容 

開催日：令和６年１１月１２日 
開催校：緑風高等学校 
参加者：３１人 

 ・美容 
開催日：令和６年１０月２８日 
開催校：鳥取敬愛高等学校 
参加者：１２１人 

（体験学習） 
開催日：令和６年４月～９月（３回実施） 
開催校：鳥取県理容美容専門学校 
参加者：６５人 
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８ 消費者等コールセンター事業 
消費者・利用者及び事業者のそれぞれの利益に資するため、利用者からの苦情の実例を報告し、適

正な対処方法などを話し合い、お互いの立場を理解し、苦情の発生を未然に防止するための懇談会を

開催した。 
また、消費者団体を対象として、標準営業約款制度などの生衛業者が取り組んでいる消費者の利益

擁護の研修会を開催し消費者の理解向上を図った。 
（１）生衛業者と消費者との懇談会 

日  時：令和７年１月２８日 
場  所：白兎会館 
出 席 者：１０人（消費者、生衛業者、県消費生活センター、指導センター） 

※参加者からの主な意見 
・特殊詐欺が多発している。生衛業の店でも客に注意喚起すれば被害防止に効果があるので

はないか。 
・標準営業約款制度はよい制度だが消費者の認知度が低い。もっとＰＲが必要。 等 

  
（２）消費者団体を対象とした研修会 

開催回数・延べ参加者：１回・８名 
研修内容： 
・生衛業について 
・標準営業約款制度について 

※参加者からの主な意見 
・標準営業約款制度は消費者にとってメリットのある制度だと思うが、営業にあたって

安全安心は当然であり、それをどうメリットと捉えさせるかが課題ではないか。 等 
  
９ 生活衛生水準確保・向上推進事業 

生活衛生水準の確保・向上を図るため、行政及び日本公庫とも連携して事業を実施した。 
（１）確保・向上推進会議 

日 時：令和６年６月４日 
出席者：各生衛組合理事長、日本公庫、指導センター 
概 要：令和６年度指導センター及び各生衛組合の行動計画及びこれまでの活動状況の報告 

 
（２）広報事業 

①ホームページ、広報誌等でのＰＲ 
②令和５年１１月から令和６年１０月までの間に新規営業許可・届出を行った営業者に対し、

組合加入勧奨のパンフレット、広報誌「生活衛生とっとり」等を送付 
（送付部数 ２６８部（飲食２１４、理容２、美容５２）） 

 
（３）生衛業の実情報告及び組合活動支援要請 

県及び鳥取市の生活衛生担当部局に対し、生衛業の実情や組合活動への支援を要請した。 
※「３（２）地区相談・指導」時に実施 

 
10 生衛業デジタル化推進・支援体制開発事業 

生衛業のデジタル化を推進するため、実店舗の協力のもと当該店舗の経営課題等を解決するためのデ

ジタル技術活用の検討・提案等を行うとともに、検討・提案等を通じて経営指導員や特相員のデジタル

リテラシーの向上を図った。 
 

 
（生活衛生改善貸付推薦団体連絡協議会） 

開 催 日：令和７年３月７日 
開催場所：白兎会館 
出 席 者：１６名 
議  題：生活衛生貸付の制度、貸付実績の説明、融資制度等に関する意見交換 

 
６ 生衛業情報化整備事業 

生衛業者の経営の改善及び衛生水準の向上を図るため、ホームページや情報誌「とりせい通信」を

活用し、関連する経営・融資・衛生情報や指導センター及び生衛組合の実施事業等を広く発信した。 
（１）ホームページを活用した広報 

・公益法人としての開示情報搭載 
事業計画・報告、収支予算・決算 等 

・指導センターホームページの運営・管理 
指導センターの紹介       （発信１８回） 
景気動向等統計データの周知   （発信 ４回） 
感染症対策等衛生情報の周知   （発信 ７回） 
融資情報の周知         （発信１２回） 
物価高騰等の支援策       （発信１５回） 
情報発信合計             ５６回  

・年間アクセス件数   ４，１５９件 [計画 ４，０００件] 
・年間ページビュー数  ６，４４８件 [計画 ９，０００件] 

 
（２）とりせい通信の発刊 

生衛業者（員外者含む）に当指導センターの事業や生衛業に関する制度等を広く知らしめるため

に情報誌を発行した。 
・発行部数 １，５００部  発行時期 令和６年７月 

 
７ 後継者育成支援事業 

高校生を対象とした職業体験を通じて、生衛業に対する職業観の向上を図ると共に、後継者不足が

懸念される理容業並びに美容業の課題解消を図り、県民の利便に支障を来さないように努めた。 
本年度は、高校での出前授業を２校（理容１校、美容１校）で実施するとともに鳥取県理容美容専

門学校と連携した体験学習を行った。 
出前授業でアンケートを実施した結果、回答者のうち理容・美容に対する職業観が向上した者は

  ９３％であった。 
（出前授業） 
 ・理容 

開催日：令和６年１１月１２日 
開催校：緑風高等学校 
参加者：３１人 

 ・美容 
開催日：令和６年１０月２８日 
開催校：鳥取敬愛高等学校 
参加者：１２１人 

（体験学習） 
開催日：令和６年４月～９月（３回実施） 
開催校：鳥取県理容美容専門学校 
参加者：６５人 
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・事業の概要 
協力店舗：鳥取市内のクリーニング所 
主な取組：顧客獲得や収益力向上を図るため、ＰＯＳデータの有効活用（年間販売計画の立

案、店頭での接客への活用、経理事務の効率化など）を提案した。 
  
11 生活衛生関係営業振興補助金事業 

県及び鳥取市からの補助を受け、生衛業者への情報提供等を行うための広報誌を発行した。 
・広報誌「生活衛生とっとり」の発行と配布： ２，５００部 年１回 令和７年１月 

 
12 標準営業約款推進事業 

理容業・美容業・クリーニング業・一般飲食店営業・めん類飲食店営業の５業種に設定されている「標

準営業約款」について、加入の促進、既登録業者の更新登録の促進に努めた。 
・登録状況 

８月：新規登録   なし 
再 登 録  ６２店（美容業６２） 
廃 止   ４店（美容業４） 
 

２月：新規登録   １店（美容業１） 
再 登 録  ４０店（美容業３４、クリーニング業６） 
廃 止   ５店（美容業３、クリーニング業２） 
 

令和７年３月末登録店舗数 ３７２店（昨年同期 ３８０店） 
（理容業１６５、美容業１９４、クリーニング業１２、一般飲食店営業１） 

 
13 クリーニング師等研修・クリーニング業務従事者講習事業 

鳥取県知事の指定を受けクリーニング業法に定める研修・講習を実施した。 
実施にあたっては、県・鳥取市及びクリーニング組合と連携して受講率の向上に努めた。 

・１型研修・講習（対面式） 
日  時：令和６年１０月６日 
場  所：鳥取県立倉吉体育文化会館 
受講者数：クリーニング師 ２１名、クリーニング業務従事者 ４名 

 
・２型研修・講習（通信式） 

受  付：令和６年１０月７日～１０月１８日 
受講者数：クリーニング師 １４名、クリーニング業務従事者 ３７名 

  
14 全国生活衛生営業指導センター委託事業 
（１）生衛業景況等調査 

日本公庫が発注し公益財団法人全国生活衛生営業指導センター（以下「全国指導センター」という。）

が受注して行う景気動向調査で、一般消費者の生衛業利用動向や生衛業の経営状況について調査し、

営業者に融資を行う日本公庫の資金需要や融資条件の判断材料としての活用や生衛業の景況、経営課

題等の把握を目的として行った。 
対 象：県内の生衛業者 １０業種、７０店舗 
頻 度：毎四半期ごと 
調査員：特相員及び経営指導員 

 
（２）生衛業経営状況調査 

全国指導センターが行う生衛業経営状況調査で、月次で売り上げ等の経営状況を調査し、調査結果
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を公表することにより、個々の営業者の経営判断の行う材料として、また、生衛業に対する今後の施

策の判断材料として活用することを目的として行った。 
対 象：県内の生衛業者 １０業種、４１店舗 
頻 度：毎四半期ごと 
調査員：経営指導員 

 
（３）経営特別相談員研修事業 

全国指導センターの委託を受け、知事が委嘱した経営特別相談員の相談能力向上を図るため研修会

を実施した。 
日 時：令和６年８月２６日（リモートでも同時開催） 
受講者：１５名 
研修内容： 
・カスタマーハラスメントの現状と対策 
・公衆衛生の向上 
・日本公庫の融資制度と留意点 
・経営特別相談員制度と生衛業の現状 

 
 

・事業の概要 
協力店舗：鳥取市内のクリーニング所 
主な取組：顧客獲得や収益力向上を図るため、ＰＯＳデータの有効活用（年間販売計画の立

案、店頭での接客への活用、経理事務の効率化など）を提案した。 
  
11 生活衛生関係営業振興補助金事業 

県及び鳥取市からの補助を受け、生衛業者への情報提供等を行うための広報誌を発行した。 
・広報誌「生活衛生とっとり」の発行と配布： ２，５００部 年１回 令和７年１月 

 
12 標準営業約款推進事業 

理容業・美容業・クリーニング業・一般飲食店営業・めん類飲食店営業の５業種に設定されている「標

準営業約款」について、加入の促進、既登録業者の更新登録の促進に努めた。 
・登録状況 

８月：新規登録   なし 
再 登 録  ６２店（美容業６２） 
廃 止   ４店（美容業４） 
 

２月：新規登録   １店（美容業１） 
再 登 録  ４０店（美容業３４、クリーニング業６） 
廃 止   ５店（美容業３、クリーニング業２） 
 

令和７年３月末登録店舗数 ３７２店（昨年同期 ３８０店） 
（理容業１６５、美容業１９４、クリーニング業１２、一般飲食店営業１） 

 
13 クリーニング師等研修・クリーニング業務従事者講習事業 

鳥取県知事の指定を受けクリーニング業法に定める研修・講習を実施した。 
実施にあたっては、県・鳥取市及びクリーニング組合と連携して受講率の向上に努めた。 

・１型研修・講習（対面式） 
日  時：令和６年１０月６日 
場  所：鳥取県立倉吉体育文化会館 
受講者数：クリーニング師 ２１名、クリーニング業務従事者 ４名 

 
・２型研修・講習（通信式） 

受  付：令和６年１０月７日～１０月１８日 
受講者数：クリーニング師 １４名、クリーニング業務従事者 ３７名 

  
14 全国生活衛生営業指導センター委託事業 
（１）生衛業景況等調査 

日本公庫が発注し公益財団法人全国生活衛生営業指導センター（以下「全国指導センター」という。）

が受注して行う景気動向調査で、一般消費者の生衛業利用動向や生衛業の経営状況について調査し、

営業者に融資を行う日本公庫の資金需要や融資条件の判断材料としての活用や生衛業の景況、経営課

題等の把握を目的として行った。 
対 象：県内の生衛業者 １０業種、７０店舗 
頻 度：毎四半期ごと 
調査員：特相員及び経営指導員 

 
（２）生衛業経営状況調査 

全国指導センターが行う生衛業経営状況調査で、月次で売り上げ等の経営状況を調査し、調査結果
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(単位：円）

当年度 前年度 増　減

ⅠⅠ　　一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部
１１．．経経常常増増減減のの部部

（（１１））経経常常収収益益

基基本本財財産産運運用用益益 9900 9900 00
基本財産受取利息 90 90 0
受受取取会会費費 8877,,000000 9977,,000000 △△  1100,,000000

賛助会員受取会費 77,000 77,000 0
特別会員受取会費 10,000 20,000 △ 10,000
事事業業収収益益 22,,330077,,887766 22,,114455,,883322 116622,,004444

標準営業約款推進事業収益 247,320 54,280 193,040
クリ－ニング師研修講習事業収益 214,800 233,100 △ 18,300
特相員等研修事業収益 89,790 75,938 13,852
景気動向等調査事業収益 1,218,500 1,239,100 △ 20,600

537,466 543,414 △ 5,948
受受取取補補助助金金等等 1166,,441155,,335577 1166,,111122,,995522 330022,,440055

受取国庫補助金 16,346,764 16,054,895 291,869

受取単県等補助金 68,593 58,057 10,536

雑雑収収益益 2255,,006633 5500,,007799 △△  2255,,001166
受取利息 5,063 79 4,984
雑収益 20,000 50,000 △ 30,000
経経常常収収益益計計 1188,,883355,,338866 1188,,440055,,995533 442299,,443333
（（２２））経経常常費費用用

事事業業費費 1188,,449922,,669933 1177,,223399,,889933 11,,225522,,880000
給料手当 10,428,758 9,963,272 465,486
福利厚生費 1,644,483 1,643,743 740
賞与引当金繰入額 881,261 0 881,261
諸謝金 1,297,003 1,246,553 50,450
旅費交通費 390,839 651,606 △ 260,767
通信運搬費 423,359 402,801 20,558
消耗品費 741,604 640,592 101,012
印刷製本費 324,546 294,194 30,352
使用料及び賃借料 1,908,504 1,851,520 56,984
光熱水料費 168,616 153,545 15,071
食糧費 0 17,292 △ 17,292

33,580 24,000 9,580
広告宣伝費 20,000 20,000 0
推進員費用弁償費 15,800 3,450 12,350
支払負担金　 75,440 16,560 58,880
委託費 108,100 277,150 △ 169,050
雑費 30,800 33,615 △ 2,815
管管理理費費 11,,008800,,555522 11,,002200,,881199 5599,,773333

給料手当 434,531 415,136 19,395
役員等報酬 78,000 78,000 0
福利厚生費 80,441 68,489 11,952
賞与引当金繰入額 36,719 0 36,719
旅費交通費 55,740 56,410 △ 670
通信運搬費 9,542 9,514 28

会議費

正正味味財財産産増増減減計計算算書書

令和６年４月１日から令和７年３月31日まで

科　　目

受託事業収益
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(単位：円）

当年度 前年度 増　減科　　目

0 0 0
消耗品費 9,010 9,455 △ 445
印刷製本費 9,419 9,501 △ 82
使用料及び賃借料 27,200 36,980 △ 9,780
食糧費 0 4,850 △ 4,850
会議費 27,056 17,692 9,364
租税公課 1,100 1,100 0
支払負担金　 255,844 255,412 432
雑費 55,950 58,280 △ 2,330
経経常常費費用用計計 1199,,557733,,224455 1188,,226600,,771122 11,,331122,,553333
当当期期経経常常増増減減額額 △△  773377,,885599 114455,,224411 △△  888833,,110000

２２．．経経常常外外増増減減のの部部
（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0
（２）経常外費用

経常外費用計 0 0 0
当当期期経経常常外外増増減減額額 00 00 00
当当期期一一般般正正味味財財産産増増減減額額 △△  773377,,885599 114455,,224411 △△  888833,,110000
一一般般正正味味財財産産期期首首残残高高 66,,441144,,660055 66,,226699,,336644 114455,,224411
一一般般正正味味財財産産期期末末残残高高 55,,667766,,774466 66,,441144,,660055 △△  773377,,885599

ⅡⅡ　　指指定定正正味味財財産産増増減減のの部部
基基本本財財産産運運用用益益 9900 9900 00
　基本財産受取利息 90 90 0
受受取取会会費費 7777,,000000 7777,,000000 00

賛助会員受取会費 77,000 77,000 0
一一般般正正味味財財産産へへのの振振替替額額 △△  7777,,009900 △△  7777,,009900 00

一般正味財産への振替額 △ 77,090 △ 77,090 0

当当期期指指定定正正味味財財産産増増減減額額 00 00 00

指指定定正正味味財財産産期期首首残残高高 44,,552200,,000000 44,,552200,,000000 00

指指定定正正味味財財産産期期末末残残高高 44,,552200,,000000 44,,552200,,000000 00

ⅢⅢ　　正正味味財財産産期期末末残残高高 1100,,119966,,774466 1100,,993344,,660055 △△  773377,,885599

什器備品費
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(単位：円）

公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合　計

ⅠⅠ　　一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部
１１．．経経常常増増減減のの部部

（（１１））経経常常収収益益

基基本本財財産産運運用用益益 9900 9900
基本財産受取利息 90 90
受受取取会会費費 1100,,000000 7777,,000000 8877,,000000
賛助会員受取会費 77,000 77,000
特別会員受取会費 10,000 10,000
事事業業収収益益 11,,664477,,887766 666600,,000000 22,,330077,,887766
標準営業約款推進事業収益 247,320 247,320
クリ－ニング師研修講習事業収益 214,800 214,800
特相員等研修事業収益 89,790 89,790
景気動向等調査事業収益 758,500 460,000 1,218,500

337,466 200,000 537,466
受受取取補補助助金金等等 1155,,991122,,330066 550033,,005511 1166,,441155,,335577
受取国庫補助金 15,843,713 503,051 16,346,764
受取単県等補助金 68,593 68,593
雑雑収収益益 2255,,006633 00 2255,,006633
受取利息 5,063 5,063
雑収益 20,000 20,000

経経常常収収益益計計 1177,,559955,,333355 11,,224400,,005511 00 1188,,883355,,338866

（（２２））経経常常費費用用

事事業業費費 1188,,449922,,669933 1188,,449922,,669933
給料手当 10,428,758 10,428,758
福利厚生費 1,644,483 1,644,483
賞与引当金繰入額 881,261 881,261
諸謝金 1,297,003 1,297,003
旅費交通費 390,839 390,839
通信運搬費 423,359 423,359
消耗品費 741,604 741,604
印刷製本費 324,546 324,546
使用料及び賃借料 1,908,504 1,908,504
光熱水料費 168,616 168,616
食糧費 0 0

33,580 33,580
広告宣伝費 20,000 20,000
推進員費用弁償費 15,800 15,800
支払負担金　 75,440 75,440
委託費 108,100 108,100
雑費 30,800 30,800
管管理理費費 11,,008800,,555522 11,,008800,,555522
給料手当 434,531 434,531
役員等報酬 78,000 78,000
福利厚生費 80,441 80,441
賞与引当金繰入額 36,719 36,719
旅費交通費 55,740 55,740
通信運搬費 9,542 9,542

会議費

正正味味財財産産増増減減計計算算書書内内訳訳表表

令和６年４月１日から令和７年３月31日まで

科　　目

受託事業収益
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(単位：円）

公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合　計科　　目

消耗品費 9,010 9,010
印刷製本費 9,419 9,419
使用料及び賃借料 27,200 27,200
食糧費 0 0
会議費 27,056 27,056
租税公課 1,100 1,100
支払負担金　 255,844 255,844
雑費 55,950 55,950

経経常常費費用用計計 1188,,449922,,669933 11,,008800,,555522 00 1199,,557733,,224455

当当期期経経常常増増減減額額 △△  889977,,335588 115599,,449999 00 △△  773377,,885599

２２．．経経常常外外増増減減のの部部
経常外収益計 0 0 0 0
経常外費用計 0 0 0 0
当当期期経経常常外外増増減減額額 00 00 00 00
他他会会計計振振替替額額 00 00 00 00
当当期期一一般般正正味味財財産産増増減減額額 △△  889977,,335588 115599,,449999 00 △△  773377,,885599
一一般般正正味味財財産産期期首首残残高高 66,,441144,,660055
一一般般正正味味財財産産期期末末残残高高 55,,667766,,774466

ⅡⅡ　　指指定定正正味味財財産産増増減減のの部部
基基本本財財産産運運用用益益 9900 00 9900
　基本財産受取利息 90 0 90
受受取取会会費費 7777,,000000 00 7777,,000000

賛助会員受取会費 77,000 0 77,000
一一般般正正味味財財産産へへのの振振替替額額 △△  9900 △△  7777,,000000 00 △△  7777,,009900

一般正味財産への振替額 △ 90 △ 77,000 0 △ 77,090
当当期期指指定定正正味味財財産産増増減減額額 00 00 00 00
指指定定正正味味財財産産期期首首残残高高 44,,552200,,000000
指指定定正正味味財財産産期期末末残残高高 44,,552200,,000000

ⅢⅢ　　正正味味財財産産期期末末残残高高 1100,,119966,,774466
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（単位：円）

当 年 度 前 年 度 増　減

ⅠⅠ　　資資産産のの部部

１１　　流流動動資資産産

現金預金 66,,667799,,224488 66,,772299,,999933 △△  5500,,774455

　　現金 0 0 0

　　普通預金 6,679,248 6,729,993 △ 50,745

前払金 00 00 00

【【流流動動資資産産合合計計】】 66,,667799,,224488 66,,772299,,999933 △△  5500,,774455

２２　　固固定定資資産産

（（１１））基基本本財財産産

定期預金 4,520,000 4,520,000 0

【【基基本本財財産産合合計計】】 44,,552200,,000000 44,,552200,,000000 00

（（２２））そそのの他他のの固固定定資資産産

敷金 500,000 500,000 0

【【そそのの他他のの固固定定資資産産合合計計】】 550000,,000000 550000,,000000 00

【【固固定定資資産産合合計計】】 55,,002200,,000000 55,,002200,,000000 00

【【資資産産合合計計】】 1111,,669999,,224488 1111,,774499,,999933 △△  5500,,774455

ⅡⅡ　　負負債債のの部部

１１　　流流動動負負債債

未払金 18,838 21,707 △ 2,869

預り金 565,684 793,681 △ 227,997

賞与引当金 917,980 0 917,980

【【流流動動負負債債合合計計】】 11,,550022,,550022 881155,,338888 668877,,111144

２２　　固固定定負負債債

【【固固定定負負債債合合計計】】 00 00 00

【【負負債債合合計計】】 11,,550022,,550022 881155,,338888 668877,,111144

ⅢⅢ　　正正味味財財産産のの部部

１１　　指指定定正正味味財財産産

寄付金 4,520,000 4,520,000 0

【【指指定定正正味味財財産産合合計計】】 44,,552200,,000000 44,,552200,,000000 00

（うち基本財産への充当額） (4,520,000) (4,520,000)

２２　　一一般般正正味味財財産産 55,,667766,,774466 66,,441144,,660055 △△  773377,,885599

【【正正味味財財産産合合計計】】 1100,,119966,,774466 1100,,993344,,660055 △△  773377,,885599

【【負負債債・・正正味味財財産産合合計計】】 1111,,669999,,224488 1111,,774499,,999933 △△  5500,,774455

令和７年３月31日現在

科　　　　　目

  貸貸  借借  対対  照照  表表
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　　　　通常の賃貸借取引に係る方法で処理している。

　　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

　 　　　　賞与引当金：職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する期間の額を計上

        している。

　　基本財産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　　目

　　定期預金

　　基本財産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　　目

　　定期預金

（単位：円）

補助金等の名称

 鳥取県生活衛生営業指導センター補助金

 鳥取県生活衛生営業振興事業補助金

鳥取市生活衛生営業振興事業補助金

　　指定正味財産から一般正味財産へ振替額の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

経常収益への振替額

　基本財産受取利息計上による振替額

　賛助会員受取会費計上による振替額

財財務務諸諸表表にに対対すするる注注記記

前期末
残高

当期末
残高

交付者
当期

増加額
当期

減少額

４　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

貸借対照表上
の記載区分

0

4,520,000          (4,520,000)

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

合　　　計

(0)

前期末残高 当期増加額 当期末残高

4,520,000       

１　重要な会計方針

　（１）　リース取引の処理方法

　（２）　消費税等の会計処理

  （３）  引当金の計上基準

３　基本財産の財源等の内訳

0 16,415,357 16,415,357 0

4,520,000       

当期減少額

0

04,520,000          

２　基本財産の増減額及びその残高

0

45,272       45,272       

0

合　　　計

 鳥取市 0 23,321       23,321       0

 鳥取県 0

内　　　　　訳 金　　　　　額

4,520,000          

合　　　計

(0)

0

（うち負債に
対応する額）

4,520,000          

(0)

(4,520,000) (0)

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

鳥取県 0 16,346,764 

５　指定正味財産から一般正味財産へ振替額の内訳

16,346,764 

90

77,000

合　　　計 77,090
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（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金　　　　　額

（（流流動動資資産産））

現現　　金金 00

預預　　金金 普通預金 運転資金として 66,,667799,,224488

山陰合同銀行鳥取営業部

66,,667799,,224488

（（固固定定資資産産））

　　基基本本財財産産 定定期期預預金金  山陰合同銀行鳥取営業部 公益目的保有財産であり、 44,,552200,,000000

運用益を公益目的事業の

財源として使用している

そそのの他他のの 敷敷　　金金 ㈱城北ﾋﾞﾙ（事務所） 公益目的保有財産であり、 550000,,000000

固固定定資資産産 公益目的事業、管理業務で

使用している共有財産である

固固定定資資産産合合計計 55,,002200,,000000

1111,,669999,,224488

（（流流動動負負債債））

未未払払金金 1188,,883388

（株）ケー・オウ・エイに コピー料金 5,145

対する未払額

富士通（株）に対する未払額プロバイダー料金 1,650

中国電力㈱に対する未払額電気料金 12,043

預預りり金金 556655,,668844

職員等からの預り額 社会保険料等 134,176

源泉所得税 26,331

市町県民税 35,100

補助金返還分預り額 R5年度鳥取県生活衛生営業指
導センター補助金

165,410

R6年度鳥取県生活衛生営業指
導センター補助金

204,667

賞賞与与引引当当金金 991177,,998800

流流動動負負債債合合計計 11,,550022,,550022

固固定定負負債債合合計計 --

11,,550022,,550022

1100,,119966,,774466正正味味財財産産

財財　　産産　　目目　　録録
令和７年３月31日現在

貸借対照表科目

流流動動資資産産合合計計

資資産産合合計計

負負債債合合計計

職員に対する賞与の支給に備
えるため、支給見込額のうち当
期に帰属する額を計上している
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　　基本財産の明細は、財務諸表に対する注記に記載している。

２　引当金の明細

附附  属属  明明  細細  書書

当期減少額

目的使用 その他

（単位：円）

期末残高

１　基本財産の明細

科　　　目 期首残高 当期増加額

917,980賞与引当金 0 917,980 0 0
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令和７年度 事業計画 
 
Ⅰ 基本方針 

県民生活に密着したサービスや商品提供を通じ生活向上と地域経済の活性化に重要な役割を果

たしている生活衛生関係営業者（以下「生衛業者」という。）に関し、「生活衛生関係営業の運営の

適正化と振興に関する法律」（以下「生衛法」という。）に基づき生活衛生同業組合（以下「生衛組

合」という。）と連携し又は直接事業者に対して、事業振興と経営健全化、営業に関する相談・指

導、融資の斡旋、情報の収集・発信など「公益財団法人鳥取県生活衛生営業指導センター定款」に

定める事業を行い、生衛業者の経営の健全化、衛生水準の向上と併せて利用者･消費者の利益の擁

護を図る。 
特に、エネルギー価格や原材料価格等の高騰により厳しい経営環境が続いている生衛業者の現状

を踏まえ、経営の継続や健全化等の支援に積極的に取り組む。 
事業実施にあたっては行政機関、日本政策金融公庫（以下「日本公庫」という。）等の関係機関・

団体等との連携を密にし、総合的な事業の推進とその効果の発現に努めると共に公益財団法人とし

て、公益法人３法、関係法令及び定款を遵守し、コンプライアンスに基づき法人運営を行う。  
  
Ⅱ 事業内容 
１ 相談室運営事業 

   公益財団法人鳥取県生活衛生営業指導センター（以下「指導センター」という。）に経営指導員を配

置し、指導センターの管理運営と常設の相談窓口を開設して、生衛業者に対する経営上必要な融資、

労務、衛生管理等の相談と指導を行うとともに、利用者・消費者の苦情等に関する相談業務を行う。 
また、経営指導員、経営特別相談員（以下「特相員」という。）、標準営業約款登録推進員（以下「Ｓ

マーク推進員」という。）及び関係機関等が連携して、生衛業者に対する経営の近代化、合理化、健

全化、衛生水準の維持向上などについて支援を行う。 
 
   ・組織体制        常務理事      １名（事務局長・経営指導員を兼務） 

経営指導員     １名 
                事務職員      １名 
                特相員      ２１名（令和５年４月～８年３月） 
 
２ 税務並びに中小企業診断個別相談等事業 

税理士並びに中小企業診断士による個別無料相談を実施し、生衛業者の経営の改善・事業の発展等

に資する。 
 
・指導内容  （税理士） 

   記帳・決算書の作成 税務申告 経営分析 事業承継 等 
  （中小企業診断士） 
   企業診断 経営環境改善 経営分析 事業承継 各支援策の活用 等 

   ・計画     ５件・１５時間 
 
３ 地区生活衛生営業相談指導事業 
（１）出前相談・指導 

    経営指導員が各生衛組合の総会、理事会、役員会等に出席し相談・指導に応じるとともに個別の

営業者、営業施設等にも出向いて対応する。 
    特に融資や経営に係る個別相談については、随時現地に出向き、必要に応じて税理士・中小企業

診断士等の専門家の協力を得るなど、きめ細かな対応を行う。 
    

・計画    窓口相談 １００件  巡回相談 ４００件 
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（２）地区相談・指導 

鳥取県及び鳥取市の協力を得て、生衛組合役員、特相員、経営指導員、行政担当者及び日本公庫

融資担当者で業種横断的な地区連絡会を県内３箇所で開催し、意見交換や融資相談を行う。 
    

・計画    参加者数 ４０人 
 

（３）衛生管理講習会 
生衛業者の衛生水準を確保し感染症等の拡大を未然に防止するため、美容業生衛組合及び理容生

衛組合と連携して理容・美容業界全体の営業施設における消毒法、衛生法規及び組合のニーズに応

じたテーマ等に関する講習会を県内３地域で実施する。 
 
・計画   参加者数  美容 １５０名  理容 １５０名 

 
４ 生活衛生貸付等指導事業 

生活衛生関係営業経営改善資金特別貸付（以下「衛経」という。）について、生衛組合及び特相員

等と連携して資金需要の把握に努めるとともに、融資希望者に対しては融資推薦書の作成を指導セン

ターで行うなど迅速な融資に努める。 
また、日本公庫の生衛業向け融資等の周知に努めるとともに、要望に応じ借入申込書の代理入力や

一般貸付に係る推薦書の交付等にも取り組み、生衛業者の資金需要に応えていく。 
さらに、直近１ケ年程度の間に新たに営業の許可又は届出を行った営業者に対し、個別融資相談会

の開催案内・指導センターの業務紹介などの資料送付を行い資金需要の掘り起こしを図る。 
 

・計画  衛経                 ７件 
借入申込書の代理入力        ３件 
一般貸付に係る推薦         ５件 
個別融資相談会開催案内送付  約３００件  

 
５ 融資等相談支援連絡協議会事業 

生活衛生関係営業融資業務に関し緊密な連携を図るため、指導センター、各生衛組合理事長及び日

本公庫鳥取・米子支店による融資等意見交換会並びに経営指導員、特相員及び日本公庫融資担当課長

による融資等連絡協議会を開催する。 
 

６ 生衛業情報化整備事業 
（１）ホームページの適切な管理・運営 

    公益財団法人全国生活衛生営業指導センター（以下「全国指導センター」という。）の「生衛業情

報ネットワークシステム」（各名簿管理・調査集計処理など）の活用・管理を行うとともに、事業

者等への適時・適切な情報提供に努める。 
    

（掲載情報） 
・情報開示に関するもの 

    事業計画書及び収支予算 
    事業報告書、計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及び財産目録 
    役員の変更 

・事業者に対するもの 
   経営相談・融資・金利変更等 

各生衛組合の活動状況 
景気動向調査報告 
受動喫煙防止対策 
感染症の流行状況や対策及び関連する施策 

 
 

令和７年度 事業計画 
 
Ⅰ 基本方針 

県民生活に密着したサービスや商品提供を通じ生活向上と地域経済の活性化に重要な役割を果

たしている生活衛生関係営業者（以下「生衛業者」という。）に関し、「生活衛生関係営業の運営の

適正化と振興に関する法律」（以下「生衛法」という。）に基づき生活衛生同業組合（以下「生衛組

合」という。）と連携し又は直接事業者に対して、事業振興と経営健全化、営業に関する相談・指

導、融資の斡旋、情報の収集・発信など「公益財団法人鳥取県生活衛生営業指導センター定款」に

定める事業を行い、生衛業者の経営の健全化、衛生水準の向上と併せて利用者･消費者の利益の擁

護を図る。 
特に、エネルギー価格や原材料価格等の高騰により厳しい経営環境が続いている生衛業者の現状

を踏まえ、経営の継続や健全化等の支援に積極的に取り組む。 
事業実施にあたっては行政機関、日本政策金融公庫（以下「日本公庫」という。）等の関係機関・

団体等との連携を密にし、総合的な事業の推進とその効果の発現に努めると共に公益財団法人とし

て、公益法人３法、関係法令及び定款を遵守し、コンプライアンスに基づき法人運営を行う。  
  
Ⅱ 事業内容 
１ 相談室運営事業 

   公益財団法人鳥取県生活衛生営業指導センター（以下「指導センター」という。）に経営指導員を配

置し、指導センターの管理運営と常設の相談窓口を開設して、生衛業者に対する経営上必要な融資、

労務、衛生管理等の相談と指導を行うとともに、利用者・消費者の苦情等に関する相談業務を行う。 
また、経営指導員、経営特別相談員（以下「特相員」という。）、標準営業約款登録推進員（以下「Ｓ

マーク推進員」という。）及び関係機関等が連携して、生衛業者に対する経営の近代化、合理化、健

全化、衛生水準の維持向上などについて支援を行う。 
 
   ・組織体制        常務理事      １名（事務局長・経営指導員を兼務） 

経営指導員     １名 
                事務職員      １名 
                特相員      ２１名（令和５年４月～８年３月） 
 
２ 税務並びに中小企業診断個別相談等事業 

税理士並びに中小企業診断士による個別無料相談を実施し、生衛業者の経営の改善・事業の発展等

に資する。 
 
・指導内容  （税理士） 

   記帳・決算書の作成 税務申告 経営分析 事業承継 等 
  （中小企業診断士） 
   企業診断 経営環境改善 経営分析 事業承継 各支援策の活用 等 

   ・計画     ５件・１５時間 
 
３ 地区生活衛生営業相談指導事業 
（１）出前相談・指導 

    経営指導員が各生衛組合の総会、理事会、役員会等に出席し相談・指導に応じるとともに個別の

営業者、営業施設等にも出向いて対応する。 
    特に融資や経営に係る個別相談については、随時現地に出向き、必要に応じて税理士・中小企業

診断士等の専門家の協力を得るなど、きめ細かな対応を行う。 
    

・計画    窓口相談 １００件  巡回相談 ４００件 
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物価高騰対策等に関する国・県等の支援制度 
    ・利用者・消費者に対するもの 

標準営業約款登録店や環境配慮活動実施店舗の状況 
食中毒や感染症の発生状況及びその防止対策 
熱中症注意情報 

    ・計画   アクセス件数  ５０００件 
 
（２）ＳＮＳによる情報発信 

    ホームページでの情報提供に加えＳＮＳを活用したプッシュ型での情報発信も行い、情報発信力

の強化を図る。 
 
   （主な配信内容） 

・物価高騰等に関する各種支援策 
・指導センターが主催する講習会 等 

 
（３）会議・講習会等のリモート開催 

     DX（デジタルトランスフォーメーション）への対応の観点から、指導センターが主催する会議

や講習会等をリモートも併用して開催し、参加者の確保や情報共有等を図る。 
    

（リモート開催も併用予定の会議等） 
・生活衛生同業組合事務局連絡会議 
・生衛業者を対象とした講習会 
・融資や経営に関する相談 等 

 
（４）指導センター通信・とりせい通信の発刊 

     指導センター・各生衛組合及び日本公庫など関係団体が有する情報を生衛業者に周知すること

により、生衛業者の経営の健全化及び衛生水準の向上に資する。 
 
    ・掲載内容（予定） 
      指導センター 令和７年度事業計画 
      衛生関係時事対応 
      関係機関の紹介 
    ・発行時期（予定）   令和７年５月 
    ・発行部数       １５００部 
 
７ 後継者育成支援事業 

高校生を対象とした職業体験を通して生衛業に対する職業観の向上を図り、後継者の確保に繋げる

ことにより、県民生活に不便を生じさせることの無いよう努める。 
本年度は、理美容業を対象とした体験学習を県内の高等学校で実施し、職業観の向上と専門学校等

への進学者数の増加をめざす。 
 

    ・実施予定校   鳥取敬愛高校、緑風高校、鳥取県理容美容専門学校 
 
８ 消費者コールセンター事業 

生衛業に起因する利用者又は消費者の苦情を処理するとともに、消費者、行政、専門家、生衛業者

による意見交換会を行い、問題・課題の検討を行う。 
また、消費者団体が開催する勉強会等に出向き、標準営業約款制度などの消費者擁護の取組を説明

し消費者の理解を得る。 
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・懇談会の開催         東部地区で開催（参加者数 １５名程度） 
・消費者団体の勉強会への参加  ３回程度 

 
９ 生活衛生水準確保・向上事業 

生活衛生水準の確保・向上を図ると共に生衛組合の活性化の取組を支援する。 
   
（１）確保・向上推進会議の開催 

    生衛組合、県担当課、日本公庫、指導センターで構成し、行動計画の策定、取り組むべき課題等

について意見交換する。 
 
 （２）広報 
    生衛組合の組合員及び員外者に、チラシ・ポケットブックを配布し、組合員意識の高揚を図ると

共に組合員の新規加入を図る。 
 
 （３）新規営業許可情報の収集および提供 
    各地区の生活衛生担当部局から新規営業許可施設の情報を入手し、各生衛組合に提供するととも

に指導センターから新規営業許可施に組合加入チラシ、生活衛生とっとり等を送付する。 
 
10 生活衛生関係営業経営支援緊急対策事業 

税理士や中小企業診断士などと連携し、物価高騰等により大きな影響を受けている生衛業者に対し、

営業や公的支援等に関する相談・指導を実施する。 
 

    ・相談・指導の実施件数  ５件程度 
 
11 生活衛生営業振興補助金事業 

指導センターの広報誌「生活衛生とっとり」を令和８年１月に刊行し、生衛業関連の情報や生衛組

合の活動、安全安心に向けた取組を広く広報する。 
 

    ・発行部数  ２０００部 
 
12 標準営業約款登録推進事業 

生衛法に基づき、理容業・美容業・クリーニング業・一般飲食店営業・めん類営業の５業種に設定

されている「標準営業約款」について、加入の促進、既登録業者の更新登録の促進に努める。 
このため、消費者団体が行う研修会等に出向いて標準営業約款制度の周知や登録店のＰＲを行うな

どの消費者の制度に対する理解を深める取組を実施する。 
 

   ・計画    更新 １９６件（理容１５９、美容３５、クリーニング２） 
          新規   ５件 
 
14 クリーニング師等研修・講習事業 

クリーニング師並びにクリーニング業務の従事者は、資質の向上と消費者保護の観点からクリーニ

ング業法により３年に１度、資質向上のため研修・講習を受講することとされている。 
   指導センターでは全国指導センターの委託事業として、知事の指定を受けクリーニング業法に定め

る研修・講習を東部地区で実施する。 
 
    ・計画   クリーニング師研修 ４０名 
          業務従事者講習   ４５名 

 
 

物価高騰対策等に関する国・県等の支援制度 
    ・利用者・消費者に対するもの 

標準営業約款登録店や環境配慮活動実施店舗の状況 
食中毒や感染症の発生状況及びその防止対策 
熱中症注意情報 

    ・計画   アクセス件数  ５０００件 
 
（２）ＳＮＳによる情報発信 

    ホームページでの情報提供に加えＳＮＳを活用したプッシュ型での情報発信も行い、情報発信力

の強化を図る。 
 
   （主な配信内容） 

・物価高騰等に関する各種支援策 
・指導センターが主催する講習会 等 

 
（３）会議・講習会等のリモート開催 

     DX（デジタルトランスフォーメーション）への対応の観点から、指導センターが主催する会議

や講習会等をリモートも併用して開催し、参加者の確保や情報共有等を図る。 
    

（リモート開催も併用予定の会議等） 
・生活衛生同業組合事務局連絡会議 
・生衛業者を対象とした講習会 
・融資や経営に関する相談 等 

 
（４）指導センター通信・とりせい通信の発刊 

     指導センター・各生衛組合及び日本公庫など関係団体が有する情報を生衛業者に周知すること

により、生衛業者の経営の健全化及び衛生水準の向上に資する。 
 
    ・掲載内容（予定） 
      指導センター 令和７年度事業計画 
      衛生関係時事対応 
      関係機関の紹介 
    ・発行時期（予定）   令和７年５月 
    ・発行部数       １５００部 
 
７ 後継者育成支援事業 

高校生を対象とした職業体験を通して生衛業に対する職業観の向上を図り、後継者の確保に繋げる

ことにより、県民生活に不便を生じさせることの無いよう努める。 
本年度は、理美容業を対象とした体験学習を県内の高等学校で実施し、職業観の向上と専門学校等

への進学者数の増加をめざす。 
 

    ・実施予定校   鳥取敬愛高校、緑風高校、鳥取県理容美容専門学校 
 
８ 消費者コールセンター事業 

生衛業に起因する利用者又は消費者の苦情を処理するとともに、消費者、行政、専門家、生衛業者

による意見交換会を行い、問題・課題の検討を行う。 
また、消費者団体が開催する勉強会等に出向き、標準営業約款制度などの消費者擁護の取組を説明

し消費者の理解を得る。 
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15 全国指導センター委託事業 
（１）生衛業景況等調査 

    日本公庫から全国指導センターが委託を受け、指導センターが再委託を受けて行う景気動向調査

で、生衛業の景況、設備投資動向及び経営上の課題等を把握し、資金需要や融資条件の判断材料と

して活用する。 
 
     ・対 象：県内の生衛業者  ７０店舗（１０業種） 

・頻 度：毎四半期ごと４回／年 
     ・調査員：経営指導員及び特相員 
 
 （２）生衛業経営状況調査 
    全国指導センターが行う生衛業経営状況調査で、月次で売上等の経営状況を調査することにより

経営者の経営判断や生衛業に対する施策の判断材料として活用とする。 
 

・対 象：県内の生衛業者  ４０店舗（１０業種） 
・頻 度：毎四半期ごと４回／年 

    ・調査員：経営指導員 
 
 （３）経営特別相談員研修事業 
    知事が委嘱した特相員２１名に対し制度融資等への理解・相談対応能力等の向上を図るため研修

を実施する。 
 
    ・６月又は７月に実施 
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予算額 前年度予算額 増　減 備　考

千円 千円 千円 

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

5 0 5 

   基本財産受取利息 5 0 5 

87 87 0 

   賛助会員受取会費 77 77 0 

   特別会員受取会費 10 10 0 

2,390 2,308 82 

   標準営業約款推進事業収益 496 247 249 

　 クリーニング師研修 260 215 45 

 　講習事業収益

　 特相員等研修事業収益 130 90 40 

　 景気動向等調査事業収益 1,154 1,219 △65 

   受託事業収益 350 537 △187 

17,439 16,620 819 

　 受取国庫補助金 17,357 16,551 806 

　 受取県等補助金 82 69 13 

25 25 0 

　 受取利息 5 5 0 

   雑収益 20 20 0 

19,946 19,040 906 

18,943 17,840 1,103 

10,449 10,429 20 

1,705 1,644 61 

732 423 309 

565 452 113 

648 781 △ 133 

529 329 200 

196 176 20 

0 0 0 

0 0 0 

2,002 1,909 93 

1,611 1,397 214 

64 34 30 

20 20 0 

32 16 16 

55 0 55 

152 75 77 

118 108 10 

65 47 18 

　　　　　　福利厚生費

　　　　　事業費

　　　　　　給料手当

収収　　支支　　予予　　算算　　書書
（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

科　　　目

　  (1) 経常収益

　　　　　基本財産運用益

　　　　　受取会費

　　　　　事業収益

　　　　　雑収益

　  (2) 経常費用

　　　　　受取補助金等

　  　　経常収益計

　　　　　　印刷製本費

　　　　　　光熱水料費

　　　　　　燃料費

　　　　　　食糧費

　　　　　　旅費交通費

　　　　　　通信運搬費

　　　　　　消耗品費

　　　　　　支払助成金

　　　　　　支払負担金

　　　　　　委託費

　　　　　　雑費

　　　　　　使用料及び賃借料

　　　　　　諸謝金

　　　　　　会議費

　　　　　　広告宣伝費

　　　　　　推進員費用弁償費

 
 

 
15 全国指導センター委託事業 
（１）生衛業景況等調査 

    日本公庫から全国指導センターが委託を受け、指導センターが再委託を受けて行う景気動向調査

で、生衛業の景況、設備投資動向及び経営上の課題等を把握し、資金需要や融資条件の判断材料と

して活用する。 
 
     ・対 象：県内の生衛業者  ７０店舗（１０業種） 

・頻 度：毎四半期ごと４回／年 
     ・調査員：経営指導員及び特相員 
 
 （２）生衛業経営状況調査 
    全国指導センターが行う生衛業経営状況調査で、月次で売上等の経営状況を調査することにより

経営者の経営判断や生衛業に対する施策の判断材料として活用とする。 
 

・対 象：県内の生衛業者  ４０店舗（１０業種） 
・頻 度：毎四半期ごと４回／年 

    ・調査員：経営指導員 
 
 （３）経営特別相談員研修事業 
    知事が委嘱した特相員２１名に対し制度融資等への理解・相談対応能力等の向上を図るため研修

を実施する。 
 
    ・６月又は７月に実施 
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予算額 前年度予算額 増　減 備　考

千円 千円 千円 

1,028 1,048 △ 20 

435 435 0 

96 78 18 

91 80 11 

80 56 24 

10 10 0 

10 9 1 

10 10 0 

2 0 2 

0 0 0 

40 27 13 

30 28 2 

3 1 2 

160 256 △ 96 

1 0 1 

60 58 2 

19,971 18,888 1,083 

　　　　当期経常増減額 △ 25 152 △ 177 

　２　経常外増減の部

経常外収益計 0 0 0 

経常外費用計 0 0 0 

当期経常外増減額 0 0 0 

当期一般正味財産増減額 △ 25 152 △ 177 

一般正味財産期首残高 6,566 6,414 152 

一般正味財産期末残高 6,541 6,566 △ 25 

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　 当期指定正味財産増減額 0 0 0 

指定正味財産期首残高 4,520 4,520 0 

指定正味財産期末残高 4,520 4,520 0 

11,061 11,086 △ 25 

　　　　　　支払利息

　  (2) 経常外費用

Ⅲ　正味財産期末残高

　  (1) 経常外収益

　　　　　　雑費

　  　　経常費用計

科　　　目

　　　　　　使用料及び賃借料

　　　　　　会議費

　　　　　　租税公課

　　　　　　支払負担金

　　　　　　印刷製本費

　　　　　　光熱水料費

　　　　　　食糧費

　　　　　管理費

　　　　　　給料手当

　　　　　　役員等報酬

　　　　　　福利厚生費

　　　　　　旅費交通費

　　　　　　通信運搬費

　　　　　　消耗品費
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公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計

千円 千円 千円 千円 

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

5 5 

   基本財産受取利息 5 5 

10 77 87 

   賛助会員受取会費 77 77 

   特別会員受取会費 10 10 

1,956 434 2,390 

   標準営業約款推進事業収益 496 496 

　 クリーニング師研修 260 260 

　 講習事業収益

　 特相員等研修事業収益 130 130 

　 景気動向等調査事業収益 720 434 1,154 

　 受託事業収益 350 350 

16,933 506 17,439 

　 受取国庫補助金 16,851 506 17,357 

　 受取県等補助金 82 82 

25 25 

　 受取利息 5 5 

　 雑収益 20 20 

18,929 1,017 19,946 

18,943 18,943 

10,449 10,449 

1,705 1,705 

732 732 

565 565 

648 648 

529 529 

196 196 

0 0 

0 0 

2,002 2,002 

1,611 1,611 

64 64 

20 20 

32 32 

55 55 

152 152 

118 118 

65 65 

　　　　　基本財産運用益

　　　　　受取会費

　　　　　事業収益

　　　　　雑収益

　  (2) 経常費用

　　　　　受取補助金等

　  　　経常収益計

収収　　支支　　予予　　算算　　書書　　内内　　訳訳　　表表
（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

科　　　目

　  (1) 経常収益

　　　　　　印刷製本費

　　　　　　光熱水料費

　　　　　　燃料費

　　　　　　食糧費

　　　　　事業費

　　　　　　給料手当

　　　　　　使用料及び賃借料

　　　　　　諸謝金

　　　　　　会議費

　　　　　　広告宣伝費

　　　　　　福利厚生費

　　　　　　旅費交通費

　　　　　　通信運搬費

　　　　　　消耗品費

　　　　　　推進員費用弁償費

　　　　　　支払助成金

　　　　　　支払負担金

　　　　　　委託費

　　　　　　雑費

－ 149 －
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公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計

千円 千円 千円 千円 

1,028 1,028 

435 435 

96 96 

91 91 

80 80 

10 10 

10 10 

10 10 

2 2 

0 0 

40 40 

30 30 

3 3 

160 160 

1 1 

60 60 

18,943 1,028 19,971 

　　　　当期経常増減額 △ 14 △ 11 △ 25 

　２　経常外増減の部

経常外収益計 0 0 0 

経常外費用計 0 0 0 

当期経常外増減額 0 0 0 

当期一般正味財産増減額 △ 14 △ 11 △ 25 

一般正味財産期首残高 6,566 

一般正味財産期末残高 6,541 

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　 当期指定正味財産増減額 0 0 0 

指定正味財産期首残高 4,520 

指定正味財産期末残高 4,520 

11,061 

　  (2) 経常外費用

　　　　　　役員等報酬

　　　　　　福利厚生費

科　　　目

　　　　　　給料手当

Ⅲ　正味財産期末残高

　　　　　　雑費

　　　　　　旅費交通費

　　　　　経常費用計

　  (1) 経常外収益

　　　　　　通信運搬費

　　　　　　消耗品費

　　　　　　印刷製本費

　　　　　　光熱水料費

　　　　　　食糧費

　　　　　　租税公課

　　　　　　支払負担金

　　　　　　支払利息

　　　　　　使用料及び賃借料

　　　　　　会議費

　　　　　管理費

－ 150 －
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